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(57)【要約】
【課題】天板上における作業領域の縮小、天板の大型化
を避けつつ、使い勝手を向上させる。
【解決手段】物品収容ユニット４０は、底板４３と、底
板４３の幅方向両端部にそれぞれ設けられ、底板４３か
ら上方に延びる側板４４，４４と、底板４３の幅方向中
間部に設けられ、底板４３から上方に延びる仕切板４６
と、幅方向の一方の側の側板４４と仕切板４６とを連結
する第一背面板４７Ａと、幅方向の他方の側の側板４４
と仕切板４６とを連結する第二背面板４７Ｂと、を備え
、第一背面板４７Ａは、底板４３上において、幅方向に
直交する前後方向の一方の側Ａ１に設けられ、第二背面
板４７Ｂは、底板４３上において、前後方向の他方の側
Ａ２に設けられている。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　底板と、
　前記底板の幅方向両端部にそれぞれ設けられ、前記底板から上方に延びる側板と、
　前記底板の幅方向中間部に設けられ、前記底板から上方に延びる仕切板と、
　前記幅方向の一方の側の前記側板と前記仕切板とを連結する第一背面板と、
　前記幅方向の他方の側の前記側板と前記仕切板とを連結する第二背面板と、を備え、
　前記第一背面板は、前記底板上において、前記幅方向に直交する前後方向の中央よりも
一方の側であって、かつ前記前後方向の前記一方の側の端部よりも前記他方の側にオフセ
ットした位置に設けられ、
　前記第二背面板は、前記底板上において、前記前後方向の中央よりも他方の側であって
、かつ前記前後方向の前記他方の側の端部よりも前記一方の側にオフセットした位置に設
けられていることを特徴とする物品収容ユニット。
【請求項２】
　前記底板の下方に、下方に向けて延びる支持部材が設けられ、前記支持部材により什器
の天板の上方に配置されることを特徴とする請求項１に記載の物品収容ユニット。
【請求項３】
　天板部を備えた什器本体と、
　前記天板部の上方において、該天板部の前後方向中間部に設けられた請求項１または２
に記載の物品収容ユニットと、
を備えていることを特徴とする什器システム。
【請求項４】
　前記天板部は、
　前記天板部の下方に形成された配線収容空間と、
　前記天板部の前後方向中間部に形成され、前記配線収容空間に連通した開口部と、
　前記開口部を開閉可能に閉塞するカバー部材と、を備え、
　前記物品収容ユニットは、前記カバー部材の開閉領域よりも上方に配置されていること
を特徴とする請求項３に記載の什器システム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物品収容ユニット、什器システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　オフィス等の執務空間で使用されるテーブルやデスク等の什器においては、使用者の使
い勝手を向上させるため、物品の収容空間を設けることが要求される。
【０００３】
　そこで、例えば、特許文献１には、天板の後端部（使用者から離間した側）に物品を収
容できるキャビネットを設けた構成が開示されている。キャビネットは、天板の後端部か
ら上方に延びるよう設けられた支持部材に支持されている。
【０００４】
　また、特許文献２には、天板の後端部に、物品を収容できる収容ボックスを備えた構成
が開示されている。収容ボックスは、天板後端部に形成された係止溝に係止されている。
【０００５】
　特許文献３には、天板後端部に設けた支持部材に、物品を載せるトレイや、物品を収容
する収容ボックスを備えた構成が開示されている。これらのトレイや収容ボックスは、天
板の後端部に沿って設けられた支持部材に取り付けられている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
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【特許文献１】特開平１０－３２７９６２号公報
【特許文献２】特許第５０３３５８８号公報
【特許文献３】特開２００１－２０４５５１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記したような収容ボックスを設けると、以下に示すような問題が存在
する。
　天板を挟んでその両側に使用者が対面して利用する什器の場合、収容ボックスは、天板
を挟んで対面する両方の使用者にとって、天板上の作業領域の後端側に位置するよう、天
板の対面方向中間部に設けることとなる。
【０００８】
　この場合、収容ボックスには、天板を挟んだ一方の側の使用者用の物品収容空間と、他
方の側の使用者用の物品収容空間とが背中合わせに設けられる。しかし、このような構成
では、収容ボックスの前後方向の寸法が大きくなってしまう。
　その結果、天板上における作業領域が小さくなってしまう。また、作業領域の確保を優
先すると、天板が大型化するという問題がある。
【０００９】
　そこでなされた本発明の目的は、天板上における作業領域の縮小、天板の大型化を避け
つつ、使い勝手を向上させることのできる物品収容ユニット、什器システムを提供するこ
とである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、上記課題を解決するため、以下の手段を採用する。
　すなわち、本発明の物品収容ユニットは、底板と、前記底板の幅方向両端部にそれぞれ
設けられ、前記底板から上方に延びる側板と、前記底板の幅方向中間部に設けられ、前記
底板から上方に延びる仕切板と、前記幅方向の一方の側の前記側板と前記仕切板とを連結
する第一背面板と、前記幅方向の他方の側の前記側板と前記仕切板とを連結する第二背面
板と、を備え、前記第一背面板は、前記底板上において、前記幅方向に直交する前後方向
の中央よりも一方の側であって、かつ前記前後方向の前記一方の側の端部よりも前記他方
の側にオフセットした位置に設けられ、前記第二背面板は、前記底板上において、前記前
後方向の中央よりも他方の側であって、かつ前記前後方向の前記他方の側の端部よりも前
記一方の側にオフセットした位置に設けられていることを特徴とする。
【００１１】
　このような構成により、物品収容ユニットは、底板上において、両端部の側板の間の空
間が、仕切板によって幅方向に区切られている。
　そして、仕切板の幅方向一方の側の第一背面板は、底板の前後方向の一方の側に設けら
れている。このため、底板上で、側板と仕切板と第一背面板とで囲まれた収容空間は、底
板の前後方向他方の側に開口している。したがって、この収容空間に対しては、物品収容
ユニットに対して前後方向他方の側から物品を収容することができる。
　また、仕切板の幅方向他方の側の第二背面板は、底板の前後方向の他方の側に設けられ
ている。このため、底板上で、側板と仕切板と第二背面板とで囲まれた収容空間は、底板
の前後方向一方の側に開口している。したがって、この収容空間に対しては、物品収容ユ
ニットに対して前後方向一方の側から物品を収容することができる。
　つまり、このような物品収容ユニットは、物品収容ユニットを挟んで対向する一方の側
と、他方の側から物品を収容して使用することができる。しかも、仕切板を挟んで、一方
の側の収容空間と他方の側の収容空間とが隣接しているため、物品収容ユニットの前後方
向の寸法を抑えることができる。
　また、前記第一背面板は、前記底板の、前記前後方向の前記一方の側の端部よりも前記
他方の側にオフセットした位置に設けられ、前記第二背面板は、前記底板の、前記前後方
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向の前記他方の側の端部よりも前記一方の側にオフセットした位置に設けられている。こ
れにより、底板上に、第一背面板に対して前後方向の一方の側にも収容空間が形成される
。また、第二背面板に対して前後方向他方の側にも収容空間が形成される。
　したがって、物品収容ユニットの前後方向の一方の側からは、第一背面板の一方の側の
収容空間と、第二背面板の一方の側の収容空間とに物品を収容できる。
　また、物品収容ユニットの前後方向の他方の側からは、第一背面板の他方の側の収容空
間と、第二背面板の他方の側の収容空間とに物品を収容できる。
　さらに、第一背面板の前後方向一方の側、第二背面板の前後方向他方の側には、底板の
端部が露出する。このため、露出した底板の端部に、クランプ部材等を用いて、デスクラ
イトやディスプレイアーム等の部品を固定することが可能となる。
　加えて、物品収容ユニットを前後方向の一方の側から見た場合、他方の側から見た場合
のいずれも、第一背面板、第二背面板が、底板の端部よりも奥まった位置にある。したが
って、第一背面板、第二背面板が底板の端部と同一面にある場合に比較し、見た目の閉鎖
感が減じる。
【００１２】
　また、前記底板の下方に、下方に向けて延びる支持部材が設けられ、前記支持部材によ
り什器の天板の上方に配置されるようにしてもよい。
　このような構成により、物品収容ユニットを、天板の上方に浮かせた状態で配置するこ
とができる。
　これにより、物品収容ユニットの下方の空間を、天板上の作業領域として有効に利用す
ることができる。
　また、底板の端部に、クランプ部材等を用いて各種の部品を固定する場合にも、クラン
プ部材の固定が容易に行える。
【００１３】
　本発明の什器システムは、天板部を備えた什器本体と、前記天板部の上方において、該
天板部の前後方向中間部に設けられた、上記したような物品収容ユニットと、を備えてい
ることを特徴とする。
【００１４】
　このような構成により、什器本体の前後方向の一方の側と他方の側から、それぞれ物品
収容ユニットに物品を収容して使用することができる。しかも、物品収容ユニットの前後
方向の寸法を抑えることができるため、什器本体の天板部上の作業空間において、物品収
容ユニットが占める面積を抑えることができる。
【００１５】
　また、前記天板部は、前記天板部の下方に形成された配線収容空間と、前記天板部の前
後方向中間部に形成され、前記配線収容空間に連通した開口部と、前記開口部を開閉可能
に閉塞するカバー部材と、を備え、前記物品収容ユニットは、前記カバー部材の開閉領域
よりも上方に配置されているようにしてもよい。
　このような構成により、カバー部材の開閉を妨げることなく物品収容ユニットを設ける
ことができ、什器本体の天板部上の空間を有効利用できる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、天板上における作業領域の縮小、天板の大型化を避けつつ、使い勝手
を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本実施形態に係るデスクシステムの斜視図である。
【図２】デスクシステムの構成を示す斜視展開図である。
【図３】デスクシステムの前後方向中間部の構成を示す側断面図である。
【図４】収容ボックスの平断面図である。
【図５】収容ボックスの正面図である。
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【図６】収容ボックスの変形例を示す平断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、添付図面を参照して、本発明による物品収容ユニット、什器システムを実施する
ための形態を説明する。
　図１は、本実施形態に係るデスクシステム１０の斜視図である。図２は、デスクシステ
ム２０の構成を示す斜視展開図である。図３は、デスクシステム２０の前後方向中間部の
構成を示す側断面図である。
（デスクシステム）
　図１に示すように、デスクシステム（什器システム）１０は、デスク本体（什器本体）
２０と、デスク本体２０上に設けられる収容ボックス（物品収容ユニット）４０と、を備
えている。
【００１９】
（デスク本体）
　図１、図２に示すように、デスク本体２０は、床面上に設置されるフレーム２１と、フ
レーム２１上に設けられた天板部２２と、を備えている。
【００２０】
　図２に示すように、フレーム２１は、両端部に設けられて床面上に立脚する支持脚２３
，２３と、これら支持脚２３，２３の中間部に設けられて床面上に立脚する中間支持脚２
４と、を備えている。
ここで、以下の説明において、両端部の支持脚２３，２３を結ぶ方向を「幅方向」と称し
、水平面内で幅方向に直交する方向を「前後方向」と称する。
【００２１】
　支持脚２３、２３は、それぞれ、天板部２２の前後方向の両端部に設けられた脚部材２
３ａ，２３ａと、これら脚部材２３ａ，２３ａの上端部間を連結する天板支持ビーム２３
ｂと、を備えている。
【００２２】
　中間支持脚２４は、天板部２２の前後方向の中間部に設けられた脚部材２４ａと、脚部
材２４ａ上に設けられ、天板部２２の前後方向に延びる天板支持ビーム２４ｂと、を備え
ている。脚部材２４ａは、天板部２２の前後方向の長さよりも狭幅に形成されている。こ
れにより、脚部材２４ａと天板支持ビーム２４ｂとは略Ｔ字状をなしている。
【００２３】
　両端部の支持脚２３，２３の天板支持ビーム２３ｂ，２３ｂと、中間支持脚２４の天板
支持ビーム２４ｂとの間には、それぞれ、幅方向に延在する脚連結ビーム２５が設けられ
ている。脚連結ビーム２５は、天板部２２の前後方向に間隔を隔てて二本一対で設けられ
ている。これら二本一対の脚連結ビーム２５，２５は、それぞれの下端部側が、連結部材
２６によって連結されている。
【００２４】
　また、両端部の支持脚２３の天板支持ビーム２３ｂと、脚連結ビーム２５との間には、
これらを互いに連結する補強ビーム２７が設けられている。補強ビーム２７は、天板支持
ビーム２３ｂと平行に延在する平行ビーム部２７ａと、平行ビーム部２７ａの両端から天
板支持ビーム２３ｂの両端部に対して斜めに延在して接合された斜行ビーム部２７ｂ，２
７ｂと、を備えている。
【００２５】
　さらに、二本一対の脚連結ビーム２５，２５の間には、幅方向に延在する中間ビーム３
０が設けられている。この中間ビーム３０は、両端部が天板支持ビーム２３ｂ，２４ｂに
固定されている。
【００２６】
　天板部２２は、平板状の天板部材２８を備えている。本実施形態においては、天板部材
２８は、天板部２２の幅方向と前後方向にそれぞれ２枚ずつ、計４枚が配置されている。
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　各天板部材２８は、平面視矩形の平板状で、その幅方向両端部が、フレーム２１の支持
脚２３，２３の天板支持ビーム２３ｂと、中間支持脚２４の天板支持ビーム２４ｂとに支
持・固定されている。
【００２７】
　図３に示すように、天板部２２において、互いに前後に対向する天板部材２８，２８は
、天板部２２の前後方向中間部側の端部２８ａ，２８ａが、前後方向に間隔をあけるよう
配置されている。これにより、天板部２２には、幅方向に連続するスリット状の開口部２
９が形成されている。
【００２８】
　この開口部２９の下方には、配線を収容する断面略Ｕ字状の不図示の配線トレイが、脚
連結ビーム２５，２５および連結部材２６に支持されている。この、天板部２２の下方の
、配線トレイ上が、各種配線を収容する配線収容空間Ｓｃとされている。
【００２９】
　また、開口部２９の部分には、前後方向に一対のカバー部材３２が設けられている。カ
バー部材３２は、前後方向一端側に位置する脚連結ビーム２５、または他端側に位置する
中間ビーム３０に回転自在に支持されている。本実施形態では、カバー部材３２は、基端
部３２ａが脚連結ビーム２５に回転自在に支持され、先端部３２ｂ側が基端部３２ａ側を
中心として揺動自在に設けられている。
　また、前後方向において互いに対向するカバー部材３２，３２は、先端部３２ｂ，３２
ｂどうしの間に隙間３３が形成されるよう、前後方向の長さが設定されている。
【００３０】
　このようなカバー部材３２を開くことによって、天板部材２８の上方から配線収容空間
Ｓｃ内に、各種機器用の電源や通信用の配線を落とし込むことができる。そして、カバー
部材３２を閉じることで、開口部２９を塞ぎ、配線収容空間Ｓｃ内の配線が露出しないよ
うにすることができる。ここで、天板部材２８の上方から配線収容空間Ｓｃ内に落とし込
まれる配線は、前後方向において互いに対向するカバー部材３２，３２の先端部３２ｂ，
３２ｂ間の隙間を通る。
【００３１】
（収容ボックス）
　図４は、収容ボックス４０の平断面図である。図５は、収容ボックスの正面図である。
なお、図４、図５は、収容ボックス４０が幅方向において対称な形状を有しているため、
収容ボックス４０の幅方向の約半分のみを図示している。
　図３～図５に示すように、収容ボックス４０は、ボックス本体４１と、支持部材５０と
、を備えている。
【００３２】
　ボックス本体４１は、底板４３と、底板４３から上方に向けて延びた複数枚の側板４４
と、側板４４，４４上に架設された上板４５と、仕切板４６と、第一背面板４７Ａと、第
二背面板４７Ｂと、を備えている。
　底板４３は、平板状で、例えば、一方向に長い平面視長方形状をなしている。
　側板４４は、底板４３の長手方向両端部に、それぞれ底板４３に直交して上方に延出し
て設けられている。側板４４は、底板４３の短手方向の全長にわたって設けられている。
　上板４５は、底板４３と同形状で、側板４４，４４の上端部間に架設されている。
【００３３】
　仕切板４６は、底板４３の両端部に設けられた側板４４，４４の間の空間を、幅方向に
区切るよう設けられている。仕切板４６は、側板４４と平行に、底板４３の短手方向に沿
って、底板４３から上方に延びている。本実施形態において、仕切板４６は、底板４３の
短手方向の長さよりも短く、底板４３の短手方向中間部に配置されている。
【００３４】
　第一背面板４７Ａは、仕切板４６に対して幅方向の一方の側の側板４４（４４Ａ）と仕
切板４６とを連結している。第一背面板４７Ａは、仕切板４６の、底板４３の幅方向に直
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交する前後方向の一方の側に位置する端部４６ａに接続されている。これにより、第一背
面板４７Ａは、底板４３上において、幅方向に直交する前後方向の中心に対して一方の側
Ａ１にオフセットして設けられている。
【００３５】
　第二背面板４７Ｂは、仕切板４６に対して幅方向の他方の側の側板４４（４４Ｂ）と仕
切板４６とを連結している。第二背面板４７Ｂは、仕切板４６の、底板４３の前後方向の
他方の側に位置する端部４６ｂに接続されている。これにより、第二背面板４７Ｂは、底
板４３上において、前後方向の中心に対して他方の側Ａ２にオフセットして設けられてい
る。
【００３６】
　このような構成により、収容ボックス４０は、底板４３上において、両端部の側板４４
，４４の間の空間が、仕切板４６によって幅方向に二つに区切られている。
　仕切板４６の幅方向一方の側の第一背面板４７Ａは、底板４３の前後方向の中心に対し
て一方の側Ａ１にオフセットして設けられている。このため、底板４３上で、側板４４（
４４Ａ）と仕切板４６と第一背面板４７Ａとで囲まれた収容空間Ｓ１は、底板４３の前後
方向他方の側Ａ２に開口している。
　また、仕切板４６の幅方向他方の側の第二背面板４７Ｂは、底板４３の前後方向の中心
に対して他方の側Ａ２にオフセットして設けられている。このため、底板４３上で、側板
４４（４４Ｂ）と仕切板４６と第二背面板４７Ｂとで囲まれた収容空間Ｓ２は、底板４３
の前後方向一方の側Ａ１に開口している。
【００３７】
　また、第一背面板４７Ａは、底板４３の、前後方向の一方の側Ａ１の端部４３ａよりも
他方の側Ａ２にオフセットした位置に設けられている。このようにして、底板４３上にお
いて、第一背面板４７Ａに対して前後方向の一方の側Ａ１に、収容空間Ｓ３が形成されて
いる。この収容空間Ｓ３は、収容空間Ｓ２に幅方向で連通している。
　第二背面板４７Ｂは、底板４３の、前後方向の他方の側Ａ２の端部４３ｂよりも一方の
側Ａ１にオフセットした位置に設けられている。このようにして、底板４３上に、第二背
面板４７Ｂに対して前後方向他方の側Ａ２にも収容空間Ｓ４が形成される。この収容空間
Ｓ４は、収容空間Ｓ１に幅方向で連通している。
【００３８】
　このようにして、収容ボックス４０の前後方向の一方の側Ａ１には、第一背面板４７Ａ
の一方の側Ａ１の収容空間Ｓ３と、第二背面板４７Ｂの一方の側Ａ１の収容空間Ｓ２とが
開口している。
　また、収容ボックス４０の前後方向の他方の側Ａ２には、第一背面板４７Ａの他方の側
Ａ２の収容空間Ｓ１と、第二背面板４７Ｂの他方の側Ａ２の収容空間Ｓ４とが開口してい
る。
【００３９】
　また、第一背面板４７Ａの前後方向一方の側Ａ１、第二背面板４７Ｂの前後方向他方の
側Ａ２には、底板４３の端部４３ａ，４３ｂが露出している。このため、露出した底板４
３の端部４３ａ，４３ｂに、クランプ部材等を用いて、デスクライトやディスプレイアー
ム等の部品を固定することができる。同様に、上板４５の端部４５ａ，４５ｂにも、クラ
ンプ部材等を用いて、デスクライトやディスプレイアーム等の部品を固定することができ
る。
【００４０】
　収容ボックス４０の底板４３の下方に、下方に向けて延びる支持部材５０が設けられて
いる。
　支持部材５０は、棒状の支持体５１と、支持体５１の下端部に設けられた固定金具５２
とが一体に形成されている。
　固定金具５２は、支持体５１の下端部に一体に形成された基部５２ａと、基部５２ａの
両端部から直交して下方に延びる一対の係止部５２ｂ，５２ｂと、を備えている。一対の
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係止部５２ｂ，５２ｂの間隔は、中間ビーム３０の前後方向の厚さに合わせて設定されて
いる。
　この固定金具５２は、開口部２９のフレーム２１の中間ビーム３０に上方から差し込む
。すると、係止部５２ｂ，５２ｂ間に中間ビーム３０が挿入され、基部５２ａが中間ビー
ム３０の上面に突き当たる。これにより、支持部材５０が中間ビーム３０に支持される。
　このような支持部材５０は、収容ボックス４０の底板４３の下面に、複数本、本実施形
態で４本が、底板４３の長手方向に沿って間隔をあけて設けられている。
【００４１】
　収容ボックス４０は、支持部材５０，５０が中間ビーム３０によって支持されることで
、
天板部２２の前後方向中間部に、天板部２２の上方に間隔をあけて浮かせた状態で設けら
れている。この状態で、収容ボックス４０の底板４３は、その長手方向を、天板部２２の
幅方向に一致させて設けられている。
　そして、収容ボックス４０は、配線収容空間Ｓｃに連通した開口部２９を開閉可能に閉
塞するカバー部材３２の上方に配置されている。収容ボックス４０は、カバー部材３２と
干渉しないよう、支持部材５０によって、カバー部材３２の開閉領域よりも上方に配置さ
れている。ここで、カバー部材３２の開閉領域とは、カバー部材３２を基端部３２ａを中
心として回動させて開閉させたときにカバー部材３２が移動する領域である。
【００４２】
　上述したような収容ボックス４０は、底板４３上に、幅方向両端部の側板４４，４４と
、幅方向中間部の仕切板４６と、第一背面板４７Ａと、第二背面板４７Ｂとを備えるよう
にした。
　これにより、収容ボックス４０の前後方向一方の側Ａ１に開口する収容空間Ｓ２と、他
方の側Ａ２に開口する収容空間Ｓ１とが形成される。したがって、収容ボックス４０は、
収容ボックス４０を挟んで対向する一方の側Ａ１と、他方の側Ａ２から物品を収容して使
用することができる。したがって、デスクシステム１０の使い勝手を向上させることがで
きる。
　しかも、仕切板４６を挟んで、一方の収容空間Ｓ１と他方の収容空間Ｓ２とが隣接して
いるため、収容ボックス４０の前後方向の寸法を抑えることができる。したがって、デス
クシステム１０において、天板部２２上における作業領域の縮小、天板部２２の大型化を
避けることが可能となる。
【００４３】
　また、第一背面板４７Ａは、底板４３の前後方向一方の側Ａ１の端部４３ａよりも他方
の側Ａ２にオフセットした位置に設けられ、第二背面板４７Ｂは、底板４３の前後方向他
方Ａ２の側の端部４３ｂよりも一方の側Ａ１にオフセットした位置に設けられている。
　これにより、収容ボックス４０の前後方向の一方の側Ａ１からは、第一背面板４７Ａの
一方の側の収容空間Ｓ３と、第二背面板４７Ｂの一方の側の収容空間Ｓ２とに物品を収容
できる。また、収容ボックス４０の前後方向の他方の側Ａ２からは、第一背面板４７Ａの
他方の側の収容空間Ｓ１と、第二背面板４７Ｂの他方の側の収容空間Ｓ４とに物品を収容
できる。
　さらに、第一背面板４７Ａの前後方向一方の側Ａ１、第二背面板４７Ｂの前後方向他方
の側Ａ２には、底板４３の端部４３ａ，４３ｂが露出する。このため、露出した底板４３
の端部４３ａ，４３ｂに、クランプ部材等を用いて、デスクライトやディスプレイアーム
等の部品を固定することが可能となる。
　これによって、収容ボックス４０の使い勝手がさらに向上する。
【００４４】
　さらに、収容ボックス４０を前後方向の一方の側から見た場合、他方の側から見た場合
のいずれにおいても、第一背面板４７Ａ、第二背面板４７Ｂが、底板４３の端部４３ａ，
４３ｂよりも奥まった位置にある。したがって、第一背面板４７Ａ、第二背面板４７Ｂが
底板４３の端部４３ａ，４３ｂと同一面にある場合に比較し、見た目の閉鎖感が減じる。
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【００４５】
　また、収容ボックス４０は、支持部材５０により、天板部２２の上方に浮かせた状態で
配置されている。これにより、収容ボックス４０の下方の空間を、天板部２２上の作業領
域として有効に利用することができる。
　また、底板４３の端部４３ａ，４３ｂや上板４５の端部４５ａ，４５ｂに、クランプ部
材等を用いて各種の部品を固定する場合にも、クランプ部材の固定が容易に行える。
【００４６】
　さらに、収容ボックス４０は、カバー部材３２の開閉領域よりも上方に配置されている
。これにより、カバー部材３２の開閉を妨げることなく、収容ボックス４０を設けること
ができ、デスク本体２０の天板部２２上の空間を有効利用できる。
【００４７】
（その他の実施形態）
　なお、本発明は、図面を参照して説明した上述の各実施形態に限定されるものではなく
、その技術的範囲において様々な変形例が考えられる。
　例えば、収容ボックス４０を、支持部材５０により中間ビーム３０上に支持する構成と
したが、これに限るものではない。支持部材５０は、いかなる構成であってもよく、例え
ば、固定金具５２を中間ビーム３０に上方から差し込むようにしたが、これ以外に、支持
部材の下端部を中間ビーム３０にネジ等によって固定してもよい。また、支持部材の下端
部を固定する固定対象部位も、中間ビーム３０に限らず、配線収容空間Ｓｃの底部や、天
板部材２８，２８の端部２８ａ，２８ａ等としてもよい。
　さらに、配線収容空間Ｓｃを備えない場合、天板部２２上に収容ボックス４０を直接載
置してもよい。
【００４８】
　また、デスク本体２０の構成については、上記に示した例に何ら限るものではない。
　例えば、両端部の支持脚２３，２３と、中間支持脚２４と、を備えたが、例えば中間支
持脚２４を省略したり、中間支持脚２４の本数を増やすことができる。このように、支持
脚の本数については何ら限定するものではなく、天板部２２の幅方向の寸法に応じて適宜
設定すれば良い。
　この他、フレーム２１をはじめ、デスク本体２０の形状や構造については、上記に例示
した以外のいかなる構成としてもよい。
　さらに、デスク本体２０に代えて、天板を備えるのであれば、テーブルやカウンター等
、様々な什器を、什器本体とすることができる。
【００４９】
　収容ボックス４０の構成についても、上記に例示したものに限らず、適宜他の構成とす
ることができる。
　例えば、上板４５は必須の構成ではない。収容ボックス４０は、上板４５を備えず、上
方に開放した構造としてもよい。
　また、側板４４や仕切板４６の前後方向の長さ、第一背面板４７Ａ，第二背面板４７Ｂ
の上下方向高さや幅は、適宜変更することができる。例えば、図６に示すように、側板４
４、４４を、底板４３の前後方向の寸法よりも短くする等してもよい。
　さらに、支持部材５０の構成についても、所用の機能を果たすことができるのであれば
、適宜他の構成に変更すれば良い。
　加えて、上記したような収容ボックス４０は、対面式の天板部２２の前後方向中間部に
設置するには限らない。例えば、非対面式の什器の天板部の後端部に、上記したような収
容ボックス４０を設けてもよい。
　これ以外にも、本発明の主旨を逸脱しない限り、上記実施の形態で挙げた構成を取捨選
択したり、他の構成に適宜変更したりすることが可能である。
【符号の説明】
【００５０】
１０　デスクシステム（什器システム）
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２０　デスク本体（什器本体）
２１　フレーム
２２　天板部
２３　支持脚
２８　天板部材
２９　開口部
３０　中間ビーム
３１　配線トレイ
３２　カバー部材
４０　収容ボックス（物品収容ユニット）
４１　ボックス本体
４３　底板
４４　側板
４５　上板
４６　仕切板
４７Ａ　第一背面板
４７Ｂ　第二背面板
５０　支持部材
Ｓ１　収容空間
Ｓ２　収容空間
Ｓ３　収容空間
Ｓ４　収容空間
Ｓｃ　配線収容空間

【図１】 【図２】
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